母　子　グ　ル　ー　プ
１　検査事業

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　予　算　額　　９２，２１４千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　決　算　額　　８８，１６１千円

先天性代謝異常等検査事業

　　　フェニルケトン尿症等の先天性代謝異常症、先天性副腎過形成症及び先天性甲状腺機能低下症を早期に発見し、早期に適切な治療を行うため、新生児を対象とした血液によるマス・スクリーニング検査を実施した。

　　　検査対象疾病　　先天性甲状腺機能低下症、先天性副腎過形成症、ガラクトース血症、アミノ酸代謝異常症、有機酸代謝異常症、脂肪酸β酸化異常症、その他のアミノ酸代謝異常症、その他の有機酸代謝異常症及びその他の脂肪酸β酸化異常症

　　　検査委託機関　　大阪母子医療センター

対象者　　大阪府内（大阪市及び堺市を除く）で出生した新生児で検査を希望するもの

・実施状況　　
	年　　度
	２８
	２９
	３０

	検　査　件　数
	147,560
	143,908
	136,524

	
	先天性代謝異常症
先天性副腎過形成症
先天性甲状腺機能低下症
	49,634

49,504

48,422
	48,262

48,360

47,286
	44,862

46,238

45,424

	異常発見数（患者数）
	80(42)
	77(32)
	64(23)


○根拠法令等　厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知

大阪府先天性代謝異常等検査事業実施要綱

２　障がい・難病児等療育支援体制整備事業　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　予　算　額　　１８，７０４千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　決　算　額　　１１，５１２千円

　　　

保健所において、身体障がい児や慢性疾患児とその家族に対して、専門相談や保健師による訪問指導、患者・家族交流会を実施するとともに、地域での総合的な支援体制づくりを推進した。

・実施状況（被指導実人員）

	年　　度
	２８
	２９
	３０

	身体障がい児の療育

指導
	専門相談
	1,064人
	1,064人
	1,025人

	
	患者・家族交流会
	269人
	353人
	108人

	慢性疾患児の療育指導
	専門相談
	1,992人
	2,070人
	2,040人

	
	患者・家族交流会
	379人
	417人
	117人


　　　　　

　　

○根拠法令等　児童福祉法
３　不妊対策事業（不妊専門相談センター事業等）（国庫補助金、補助率1/2）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　予　算　額　　１３，３２２千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　決　算　額　　１２，０９７千円

不妊に悩む人々の身体的・精神的負担の軽減と出産を望む人々への支援を図るため、不妊に関する専門的な相談窓口等の整備を行うとともに、不妊に関する総合的な支援のあり方について協議を行った。

（１）　「不妊・不育にまつわる電話・面接相談」の実施

　　　・実施方法：（一財）大阪府男女共同参画推進財団に委託

　　　・相談件数
	年　　度
	２８
	２９
	３０

	電　　話
	２４２
	２３５
	２４６

	面　　接
	１１
	２０
	２２

	計
	　２５３
	２５５
	２６８


（２） 情報提供事業

「不妊専門相談センター」ホームページの運営

（3） 不妊セミナーやサポートグループ等の実施

（4） 不妊対策検討会の開催
○根拠法令等　大阪府不妊対策検討会設置要綱

４　特定不妊治療費助成事業（国庫補助金、補助率1/2）

　予　算　額　　６４３，９７８千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　決　算　額　　６０６，８９３千円

次世代育成支援の一環として、不妊治療の経済的負担の軽減を図るため、医療保険が適用されず高額の医療費がかかる配偶者間の特定不妊治療に要する費用の一部を助成した。

· 助成内容：夫婦合算した前年の所得の合計額が730万円未満の法律上の夫婦１組につき、

治療１回につき15万円を限度に助成。(初回のみさらに15万円まで助成(治療方法C、F除く)また、男性不妊治療を行った場合はさらに15万円まで助成(治療方法C除く)また、初回治療開始時の妻の年齢が40歳未満の場合は43歳になるまでに通算６回まで助成し、40歳以上の場合は43歳になるまでに通算3回まで助成する。
· 助成承認状況

	年　　　度
	２８
	２９
	３０

	申　　　請
	４，０５３件
	３，９２１件
	３，５５３件

	承　　　認
	４，０４５件
	３，９１０件
	３，５４８件


○根拠法令等　厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知

５　母性保護対策事業

　　母体保護法第１５条第１項の規定に基づき、受胎調節実地指導員の指定を行った。

　　　実施状況

　　（１）指定件数

	年　　度
	２８
	２９
	３０

	府保健所扱い分
	３３
	２５
	３３

	大阪市　　〃
	２０
	１９
	１５

	堺市　　　〃
	８
	１１
	１４

	豊中市　　〃
	０
	２
	３

	高槻市　　〃
	２
	１
	３

	枚方市　　〃
	２
	６
	８

	東大阪市　〃
	４
	１
	３

	八尾市　　〃
	
	
	０

	計
	６９
	６５
	７９


　　（２）受胎調節実地指導員指定等手数料（府保健所現金収入分を除く）

	年　　度
	２８
	２９
	３０

	指定手数料
	4,000円
	42件
	168,000円
	38件
	152,000円
	53件
	212,000円

	指定証訂正手数料
	2,400円
	4件
	9,600円
	2件
	4,800円
	5件
	12,000円

	指定証再交付
	2,800円
	0件
	0円
	0件
	0円
	1件
	2,800円

	標識交付手数料
	3,100円
	2件
	6,200円
	0件
	0円
	0件
	0円

	標識再交付
	2,500円
	0件
	0円
	0件
	0円
	0件
	0円


○根拠法令等　母体保護法

大阪府衛生行政事務手数料条例

６　医療費の公費負担事業

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　予　算　額　　１，２７３，００４千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　決　算　額　　１，２４０，３００千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（１）小児慢性特定疾病医療費助成制度（国庫負担金、補助率　1/2）

　　　悪性新生物、慢性腎疾患、慢性呼吸器疾患、慢性心疾患、内分泌疾患、膠原病、糖尿病、先天性代謝異常、血液疾患、免疫疾患、神経・筋疾患、慢性消化器疾患、染色体又は遺伝子に変化を伴う症候群、皮膚疾患（以下「小児慢性特定疾病」という。）、骨系統疾患、脈管系疾患の疾患群について、児童の健全育成の観点から、患児家庭の医療費の負担軽減を図るため、その医療費の援助を行った。
· 医療給付状況

	項　目

疾患群
	申請件数
	承認件数
	延給付件数

	悪性新生物
	355
	355
	3,713

	慢性腎疾患
	259
	252
	3,102

	慢性呼吸器疾患
	139
	137
	3,594

	慢性心疾患
	701
	701
	6,959

	内分泌疾患
	977
	967
	9,558

	膠原病
	120
	119
	1,892

	糖尿病
	186
	184
	3,151

	先天性代謝異常
	84
	84
	1,535

	血液疾患
	78
	76
	859

	免疫疾患
	21
	21
	282

	神経・筋疾患
	415
	414
	8,101

	慢性消化器疾患
	176
	175
	2,105

	染色体又は遺伝子に変化を伴う症候群
	101
	93
	2,139

	皮膚疾患
	14
	14
	68

	骨系統疾患
	72
	71
	785

	脈管系疾患
	5
	5
	18

	計
	3,703
	3,668
	47,861


※「申請件数」及び「承認件数」について、平成31年1月1日稼働の新システムでは従来と同様の延件数を集計することができないため、今年度より実人員で集計した。
○根拠法令等　児童福祉法

大阪府小児慢性特定疾病医療支援事業実施要綱

（２）その他医療費
平成２５年度に自立支援医療費（育成医療）支給事業及び未熟児養育医療給付事業は市町村へ事務を移管されたが、負担金として医療費に要する費用の１／４を支出した。

○根拠法令等　障害者総合支援法（負担率：国　１/２、府　１/４、市町村　１/４）
○根拠法令等　母子保健法（負担率：国　１/２、府　１/４、市町村　１/４）
７　医療給付機械化事業

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　予　算　額　　５，６８８千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　決　算　額　　４，３５４千円

母子保健関係等の医療給付事務の効率化と事務管理の向上を図るため、コンピューターシステムによる機械処理を行った。また、旧システムの契約期間満了に伴い、平成３１年１月１日から新たに構築したシステムを導入した。
　　　　

　　　　機械化処理業務

・小児慢性特定疾病医療費助成制度
　　　　　・未熟児養育医療給付事業（平成３０年９月３０日でシステムは廃止）
　　　　　・自立支援医療費（育成医療）支給事業（平成３０年９月３０日でシステムは廃止）
　　　　　・結核児童療育給付事業（平成３０年９月３０日でシステムは廃止）
８　児童虐待発生予防対策事業（国庫補助金、補助率10/10・1/2）

　　　　　　　　　　　　　　　　予　算　額　　６，０００千円

　　　決　算　額　　６，０００千円

予期しない妊娠・出産に悩む妊婦等の社会的ハイリスク妊婦に対し、電話相談やメール相談により情報提供や必要な支援に繋ぐ等、妊婦の孤立化を防ぎ、児童虐待予防に資すること目的に「にんしんＳＯＳ」相談事業を実施した。

・にんしんＳＯＳ相談実績
	年　度
	２８
	２９
	３０

	実件数
	１，３７３件
	１，３０５件
	１，７４８件

	延べ件数
	２，１３９件
	２，１１３件
	４，７２８件


９　周産期医療対策事業

　　府内における安定的な周産期医療体制を確保するために、平成３０年３月に策定した大阪府医療計画（平成３０年度より周産期医療体制整備計画と医療計画を一本化）に基づいた周産期緊急医療体制の整備をはじめ、周産期医療体制の整備・充実を図った。

(1) 周産期医療体制整備事業

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　予　算　額　　１５９，５１１千円

　　　　　　　　　　　　　　　　決　算　額  　１５６，１７８千円

低出生体重児など重症新生児や重篤な妊産婦の集中治療施設を有する専門医療機関へ緊急に搬送し、適切な医療が受けられる体制（産婦人科診療相互援助システム（ＯＧＣＳ）及び新生児診療相互援助システム（ＮＭＣＳ））を確保するため大阪府医師会に補助を行った。

　　　 また、国の周産期医療対策事業実施要綱に基づく周産期医療ネットワーク整備、周産期医療関係者に対する研修、啓発普及、調査・研究を大阪府医師会に委託した。

かかりつけ医をもたない未受診妊産婦等の産婦人科救急搬送を休日・夜間等に受け入れる体制を（一社）大阪府医師会に委託し、当番制により医療機関を確保した。

　

周産期緊急医療活動実績（ＯＧＣＳ及びＮＭＣＳによる受入実績）

	平成２８年度
	平成２９年度
	平成３０年度

	３，２１０件
	２，９７４件
	３，０２７件


(2)周産期母子医療センター運営事業

　　　予　算　額　　７０１，４７８千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　決　算　額　　６８０，８２４千円

　　 高度専門的な周産期医療を効果的に提供する体制を整備することにより、安心して子どもを生み育てることができる環境づくりの一環として、周産期母子医療センターの運営費に対し、助成を行った。

（3）周産期緊急搬送コーディネーター設置事業

予　算　額　　３８，２３９千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　決　算　額　　３８，２３９千円

　　  府内の緊急搬送が必要なハイリスク妊産婦の搬送先調整を担う専任医師をコーディネーターとして大阪母子医療センターに配置し、緊急搬送の円滑化に努めた。

